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１．実践研究 

ごご当当地地体体操操をを利利活活用用ししてていいるる自自主主ググルルーーププ参参加加者者のの  

体体力力ややメメンンタタルルヘヘルルススににつついいててのの検検討討  
 

鈴木 麻理* 
 水上 勝義**   

 
抄録 

 
 現在、各自治体は、地域在住の高齢者に対し、介護予防、フレイル予防の重要性を周

知し、地域内での高齢者の自主的な活動を促している。本研究では、自主グループ活動

中の高齢者の体力、メンタルヘルス、さらにご当地体操の利活用状況を明らかにするこ

とを目的に、北区、板橋区、世田谷区の自主グループで、週１回以上の体操教室を行っ

ている男女 85 名（78.6±6.1 歳）に対し、体力測定（握力、開眼片足立ち、5m 通常歩

行、5m 最大歩行、Timed up and go）と、25 項目基本チェックリスト、GHQ12、及び

自主グループ活動やご当地体操に関する質問からなるアンケート調査を行った。 
85 名は、日本語版 CHS 基準により健常群 42％、プレフレイル群 53％、フレイル群

5％であった。体力測定や精神健康は比較的良好な結果を示したが、健常群とフレイル

（プレフレイル＋フレイル）群の 2 群に分け分析した結果、フレイル群は体力測定の一

部の項目に若干の低下を認め、精神健康度が不良な人が健常群より多かった。基本チェ

ックリストではフレイルにより多くが該当したことから、精神健康や生活機能の衰えが

示唆された。自主グループ活動の満足度は高かったが、ご当地体操については否定的な

意見もみられた。またご当地体操実施の有無では、体力や精神健康に違いはみられなか

った。 
 
 
 
キーワード：自主グループ，体力測定，フレイル，GHQ12，ご当地体操 
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１．はじめに 

 
 2015年 4 月より介護保険法の一部改正

により、総合事業サービスが開始された 1)。

参加者内の身体機能及び認知機能に隔た

りがありながらも、同じ介護予防教室で

過ごし、教室修了後の参加者の受け皿が

各自治体で問題になっている 2)。北区では、

「ご近所体操」や「さくら体操」を介護予

防教室で行い、自主グループ結成に向け

て、運動指導者は途中より運動指導をせ

ずファシリテーターとなり、参加者の運

動への自立を促している。また板橋区で

は、「元気おとせん！体操」を介護予防教

室で行い、さらに保健センターが、群馬県

鬼石モデル 3)の「高齢者の暮らしを拡げる

10 の筋力トレーニング」を高齢者に推奨

しており、現在は 66 グループが「10 の

筋トレ」を行っている。世田谷区では、世

田谷区と保健センターの協働により制作

された「世田谷いきいき体操」（重りによ

る筋トレ）が、グループ活動で多く使われ

ている。 
グループ結成年数は 1年未満から 15年

以上と幅広いが、5 年以上のグループでも、

体調不良以外での脱落者は極めて少ない。

運動継続関連要因については報告が蓄積

されている。Booth ら 4)は、仲間、友人が

いることを、中野ら 5)は、運動を生活パ

ターンに組みこむような行動プランの提

示と休んでも再開できる自信を高めるこ

となどを挙げている。しかしながら、自主

化されたグループ活動による参加者の体

力およびメンタルヘルスの状態はこれま

で明らかにはされていない。また、介護予

防教室修了後に、自治体のスポーツ振興

課などが奨励している「ご当地体操」や介

護予防課や保健センターなどが周知して

いる「筋力トレーニング」は、しばしば自

主グループ活動に取り入れられているが、

これらの運動に対する参加者の印象や、

高齢者の身体能力やメンタルヘルスに対

するこれらの運動の効果についても明ら

かではない。そこで本研究は、体力測定や

アンケート調査により、自主グループの

参加者の体力、精神健康、ご当地体操に対

する印象や利活用状況などを明らかにす

ることを目的とした。 
なお、本研究のご当地体操とは、ある特

定の地域で行われる体操のことであり、

全国に存在している 6)。各区の健康推進部

やスポーツ振興財団などが推奨している

体操は、北区は「さくら体操」、板橋区は

「いたばしふるさと体操」世田谷区は「ア

イディ体操」である。一方、高齢者の筋力

向上・維持を目的としている体操は、北区

は「ご近所体操」、板橋区は「元気おとせ

ん！体操」、世田谷区は「世田谷いきいき

体操」である。本研究では、ご当地体操に

高齢者向けの筋力向上・維持を目的とし

ている体操も含むこととした。 
 
２． 方法 

 
１）対象 
研究協力自主グループ選出にあたり、

2019年 5月半ばより自主グループを管轄

している東京都 23 区内の社会福祉協議

会（以後、社協と記す）に自主グループ紹

介の依頼をし、北区、板橋区、世田谷区の

各社協から、自主的に週１回体操を行っ

ている自主グループの紹介を得た。 

 

5 月下旬より各グループに出向き、研究

内容を説明し、体力測定及び質問紙調査

の協力を得た。その後、人数、会場等を考

慮し、各区より 3 グループを選出した。

協力を得たグループは結成年数が 1 年未

満から 15 年以上と幅広かった。 
研究協力者数は全体で 85 名（男性 10

名、女性 75 名、 平均年齢 78.6±6.1 歳）

であった。1 グループは 7 名から 15 名の

協力者で構成され、基本属性は表１に示

した。 
研究協力者は、自主グループ化される

前に、自治体主催の介護予防教室、保健セ

ンター指導の筋力アップ教室を修了し、

自主グループを結成、または既存の自主

グループに参加している。北区からは 32
名（男性 2 名女性 30 名、区内人口約 345
千人、高齢化率 25.4％）、板橋区からは 28
名（男性 3 名女性 25 名、区内人口約 557
千人、高齢化率 22.9％）、世田谷区からは

25 名（男性 5 名女性 20 名、区内人口約

892 千人、高齢化率 20.2％）7)が参加した。 
 

 
     図１ 実験の流れ 

 

 ２）実験プロトコル 
 実験介入の流れは図１のとおりである。 
体力測定・質問紙調査日前に、自主グルー

プ代表者と、郵送または e メールで日程

と内容の調整や確認を行った。 
 本研究の評価項目は、介護予防マニュ

アル（改訂版：平成 24 年 3 月）8)に則した

体力測定 5 項目（握力、開眼片足立ち、

5m 通常歩行、5m 最大歩行、TUG）と質

問紙（GHQ12、25 項目チェックリスト、

アンケート）調査である。 
 握力はデジタル握力計（トーエイライ

ト製デジタル握力計 TL2）を使用し、示

指の近位指節間関節が 90°になるよう握

り幅を決め、利き手を 2 回測り、上肢筋

力を測定した。呼吸を止めないよう指示

し、3 秒間最大の力を維持させた。開眼片

足立ちは、バランス能力の測定のために

行った。上限を 60 秒とし、片足の姿勢を

保持している時間をストップウォッチ

（カシオ製 J904）で 2 回測定した。軸足

がずれた場合、軸足でない足が地面に着

いた場合、終了とした。5m 通常歩行及び

最大歩行は、5m 測定区間の前後に 3m の

予備路をとり、計 11m を研究協力者に歩

いてもらい、測定区間をストップウォッ

チで測定した。通常歩行は「いつものとお

りに歩いて下さい。」最大歩行は「できる

だけ速く歩いて下さい。」と教示した。1 回

ずつ移動能力を測定した。TUG（timed up 
and go）は椅子から立ち上がり、3m 先の

目標物を回り、再び椅子に座るまでの、機

能的移動能力を測定した。2 回測定し速い

方を代表値とした。 
 握力は小数点第一位を四捨五入し、整

数を、片足バランス、歩行、TUG は、小

23区内社会福祉協議会へ連絡・訪問

  北区  板橋区 世田谷区

  各グループへ連絡・見学

  北区  板橋区 世田谷区

  各区より３グループを選出

各グループで体力測定・質問紙調査

   分析・調査 (85名)
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数点第二位を四捨五入し、小数点第一位

までを記録した。各種目とも、転倒予防な

ど安全性に充分留意した。 
 精神健康度を計る日本語版 GHQ12
（General Health Questionnaire）は、神

経症及び抑うつ傾向の発見、症状の把握

や査定を目的とし、Goldberg 9)によって

開発された。今回用いる 12 項目版の妥当

は Goldberg ら 10)により確認されている。

日本語版は中川ら 11)により作成された。

本研究では信頼性の高い推定を行うため、

リッカート法の 4 件法（0-1-2-3）を採択

した。カットオフポイントは 16/17点で、

17 点以上の場合は精神健康度が損なわれ

ている可能性があると評価される 12)。 

 25 項目基本チェックリスト（以後、基

本 CL と記す）は「生活関連動作」「運動

器」「低栄養」「口腔機能」「閉じこもり」

「認知機能」「抑うつ気分」の 7 領域の質

問群からなり、二次予防事業対象者また

は留意すべき対象者の選定基準が決めら

れている。うつを除く 20 項目中、10 項

目以上が該当する場合に、自立機能を失

う危険性が高く、多面的な評価を実施す

る必要性があるとされている。本研究で

はうつを含むすべての項目中、8 点以上を

カットオフポイントとした。近年周知さ

れている「フレイル」の評価としても注目

されている 13)。本研究では、基本 CL の

11、16、25 と体力測定結果の握力と通常

歩行時間から、日本語版 CHS 基準（以後、

J-CHS 基準と記す）を作成し、健常群と、

フレイル（プレフレイル含む）群の 2 群

間に分けて分析を行った。さらに自身の

健康状態を 5 段階評価で回答をする「主

観的健康観」（1.よい～5.よくない）を質

問に加え調査を行った。 

 さらに自主グループに関わる、「参加理

由」「参加年数」「グループへの満足度」「ご

当地体操の実施頻度」「ご当地体操の有用

性」「メンバーとの過ごす頻度」「運動指導

員の必要性」などについて5択で尋ねた。 
  

３）分析 
協力者のデータを、大渕ら 14)の老人研

指標や特定高齢者指標、河合ら 15)の年齢

別体力評価シートを参照に検討した。 
 体力測定及び質問紙データを健常群と

フレイル群での比較には、対応のないｔ

検定（水準 5%）、カイ二乗検定を行った。

統計解析には IBM SPSS ver.26.0 を使用

した。 
 
 ４）研究の倫理 
 本研究は、筑波大学体育系研究倫理委

員会の承認（承認番号：体 019-28）を得

て行った。体調不良時は体力測定を中止

するなど、研究協力者の体調を充分に配

慮した。 
  

３．結果 

 
 １）健常、プレフレイル、フレイル 

 研究協力者 85名は J-CHS基準により、

健常群 36 名（42％）、プレフレイル群は

45 名（53％）、フレイル群は 4 名（5％）

に分類された。健常群と、フレイル群（プ

レフレイル＋フレイル）の 2 群の属性を

表 1 に示した。健常群とフレイル群で年

齢、身長、体重、BMI に有意差は認めな

かった。 

  

 

 

 
 ２）体力測定結果 

85 名の体力測定の結果を、大淵ら 14)の

老人研指標や特定高齢者指標、河合ら 15)

の年齢別体力評価シートを参照に検討し

た。 
握力は、男性健常群の平均が 35.3±

3.3kg（男性 75-79 歳レベル 5）、男性フレ

イル群の平均は、30.2±4.9kg（男性 75-
79 歳レベル 3）であった。また、女性の

健常群は 22.2±2.4kg（女性 75-79 歳レベ

ル 4）、女性フレイル群は 20.3±2.9kg（女

性 75-79 歳レベル 4）であった。 
開眼片足立ちは、男性健常群 40.9±

26.4 秒（男性 75-79 歳レベル 3）、男性フ

レイル群 38.6±25.6 秒（男性 75-79 歳レ

ベル 3）であった。また、女性健常群 32.3
±23.8 秒（女性 75-79 歳レベル 4）、女性

フレイル群 25.3±19.0 秒（女性 75-79 歳

レベル 3）であった。 
5m 通常歩行以下は、すべて大淵 14)の東

京都総合老人研究所の5分表を参照した。

男性健常群 3.91±0.75 秒（老人研指標レ

ベル 3）、男性フレイル群 4.11±0.91 秒

（老人研指標レベル 3）、女性健常群は

3.65±0.41 秒（老人研指標レベル 5）、女

性フレイル群 4.32±1.37 秒（老人研指標

レベル 3）であった。 
5m 最大歩行は、男性健常群 2.39±0.38

秒（老人研指標レベル 3）、男性フレイル

群 3.33±0.58 秒（特定高齢者指標レベル

3）、女性健常群 3.10±0.38 秒（老人研指

標レベル 3）、女性フレイル群 3.49±0.74
秒（老人研指標 2、特定高齢者指標 4）で

あった。 
TUG は、男性健常群の平均は 4.75±

0.55 秒（老人研指標のレベル 5）、男性フ

レイルは 6.70±0.96 秒（老人研指標のレ

ベル 2）であった。また対象の女性健常群

は 6.70±0.52 秒（老人研指標レベル 3）、
女性フレイル群は 7.94±2.04 秒（老人研

指標 2、特定高齢者指標 4）であった。 
健常群とフレイル群 2 群における体力

測定結果の違いは、健常群はフレイル群

に比較して握力は有意に高値を示したが、

そのほか開眼片足立ち、通常歩行、最大歩

行、TUG には有意差はみられなかった

（表 2 参照）。 
 

 
 
 ３）精神健康（GHQ12 の結果） 
 川本ら 16)は、地域在住の 75 歳から 84
歳の 410 名に対して GHQ12 を実施した

結果、精神健康不良群に 23.2％が該当し

た。本調査では、76 名中 9 名 11.8％が精

神健康不良群に該当したため、本対象に

不良群は少ないことが示された。 
GHQ12 の得点の 2 群による比較は表3

に示した。健常群は精神健康度が有意に

表1 研究協力者の属性
全体  (N=85) 健常群  (N=36) フレイル群 (N=49)

性別 男性10/女性75 男性5/女性31 男性5/女性44
年齢(歳） 78.6±6.1 76.5±5.1 80.1±6.4
⾝⻑(cm) 153.1±7.9 154.9±8.4 151.8±7.3
体重(kg) 53.0±8.3 54.0±8.5 52.2±8.1

BMI(kg/m²) 22.6±2.8 22.5±2.8 22.6±2.9
ｔ検定

表2 体力測定結果
全体  (N=85) 健常群  (N=36) フレイル群(N=49) 健常・フレイル

有意確率
握力（㎏） 22.5±5.40 24.0±5.56 21.3±5.04 0.02*

開眼片足立ち（秒） 29.4±22.0 33.5±23.9 26.4±20.1 0.16
通常歩行（秒） 4.05±1.10 3.68±0.47 4.30±1.33 0.38
最大歩行（秒） 3.27±0.66 3.00±0.45 3.47±0.73 0.42

TUG（秒） 7.23±1.75 6.42±0.86 7.81±1.99 0.6
ｔ検定 *ｐ＜0.05
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経症及び抑うつ傾向の発見、症状の把握

や査定を目的とし、Goldberg 9)によって

開発された。今回用いる 12 項目版の妥当

は Goldberg ら 10)により確認されている。

日本語版は中川ら 11)により作成された。

本研究では信頼性の高い推定を行うため、

リッカート法の 4 件法（0-1-2-3）を採択

した。カットオフポイントは 16/17点で、

17 点以上の場合は精神健康度が損なわれ

ている可能性があると評価される 12)。 

 25 項目基本チェックリスト（以後、基

本 CL と記す）は「生活関連動作」「運動

器」「低栄養」「口腔機能」「閉じこもり」

「認知機能」「抑うつ気分」の 7 領域の質

問群からなり、二次予防事業対象者また

は留意すべき対象者の選定基準が決めら

れている。うつを除く 20 項目中、10 項

目以上が該当する場合に、自立機能を失

う危険性が高く、多面的な評価を実施す

る必要性があるとされている。本研究で

はうつを含むすべての項目中、8 点以上を

カットオフポイントとした。近年周知さ

れている「フレイル」の評価としても注目

されている 13)。本研究では、基本 CL の

11、16、25 と体力測定結果の握力と通常

歩行時間から、日本語版 CHS 基準（以後、

J-CHS 基準と記す）を作成し、健常群と、

フレイル（プレフレイル含む）群の 2 群

間に分けて分析を行った。さらに自身の

健康状態を 5 段階評価で回答をする「主

観的健康観」（1.よい～5.よくない）を質

問に加え調査を行った。 

 さらに自主グループに関わる、「参加理

由」「参加年数」「グループへの満足度」「ご

当地体操の実施頻度」「ご当地体操の有用

性」「メンバーとの過ごす頻度」「運動指導

員の必要性」などについて5択で尋ねた。 
  

３）分析 
協力者のデータを、大渕ら 14)の老人研

指標や特定高齢者指標、河合ら 15)の年齢

別体力評価シートを参照に検討した。 
 体力測定及び質問紙データを健常群と

フレイル群での比較には、対応のないｔ

検定（水準 5%）、カイ二乗検定を行った。

統計解析には IBM SPSS ver.26.0 を使用

した。 
 
 ４）研究の倫理 
 本研究は、筑波大学体育系研究倫理委

員会の承認（承認番号：体 019-28）を得

て行った。体調不良時は体力測定を中止

するなど、研究協力者の体調を充分に配

慮した。 
  

３．結果 

 
 １）健常、プレフレイル、フレイル 

 研究協力者 85名は J-CHS基準により、

健常群 36 名（42％）、プレフレイル群は

45 名（53％）、フレイル群は 4 名（5％）

に分類された。健常群と、フレイル群（プ

レフレイル＋フレイル）の 2 群の属性を

表 1 に示した。健常群とフレイル群で年

齢、身長、体重、BMI に有意差は認めな

かった。 

  

 

 

 
 ２）体力測定結果 

85 名の体力測定の結果を、大淵ら 14)の

老人研指標や特定高齢者指標、河合ら 15)

の年齢別体力評価シートを参照に検討し

た。 
握力は、男性健常群の平均が 35.3±

3.3kg（男性 75-79 歳レベル 5）、男性フレ

イル群の平均は、30.2±4.9kg（男性 75-
79 歳レベル 3）であった。また、女性の

健常群は 22.2±2.4kg（女性 75-79 歳レベ

ル 4）、女性フレイル群は 20.3±2.9kg（女

性 75-79 歳レベル 4）であった。 
開眼片足立ちは、男性健常群 40.9±

26.4 秒（男性 75-79 歳レベル 3）、男性フ

レイル群 38.6±25.6 秒（男性 75-79 歳レ

ベル 3）であった。また、女性健常群 32.3
±23.8 秒（女性 75-79 歳レベル 4）、女性

フレイル群 25.3±19.0 秒（女性 75-79 歳

レベル 3）であった。 
5m 通常歩行以下は、すべて大淵 14)の東

京都総合老人研究所の5分表を参照した。

男性健常群 3.91±0.75 秒（老人研指標レ

ベル 3）、男性フレイル群 4.11±0.91 秒

（老人研指標レベル 3）、女性健常群は

3.65±0.41 秒（老人研指標レベル 5）、女

性フレイル群 4.32±1.37 秒（老人研指標

レベル 3）であった。 
5m 最大歩行は、男性健常群 2.39±0.38

秒（老人研指標レベル 3）、男性フレイル

群 3.33±0.58 秒（特定高齢者指標レベル

3）、女性健常群 3.10±0.38 秒（老人研指

標レベル 3）、女性フレイル群 3.49±0.74
秒（老人研指標 2、特定高齢者指標 4）で

あった。 
TUG は、男性健常群の平均は 4.75±

0.55 秒（老人研指標のレベル 5）、男性フ

レイルは 6.70±0.96 秒（老人研指標のレ

ベル 2）であった。また対象の女性健常群

は 6.70±0.52 秒（老人研指標レベル 3）、
女性フレイル群は 7.94±2.04 秒（老人研

指標 2、特定高齢者指標 4）であった。 
健常群とフレイル群 2 群における体力

測定結果の違いは、健常群はフレイル群

に比較して握力は有意に高値を示したが、

そのほか開眼片足立ち、通常歩行、最大歩

行、TUG には有意差はみられなかった

（表 2 参照）。 
 

 
 
 ３）精神健康（GHQ12 の結果） 
 川本ら 16)は、地域在住の 75 歳から 84
歳の 410 名に対して GHQ12 を実施した

結果、精神健康不良群に 23.2％が該当し

た。本調査では、76 名中 9 名 11.8％が精

神健康不良群に該当したため、本対象に

不良群は少ないことが示された。 
GHQ12 の得点の 2 群による比較は表3

に示した。健常群は精神健康度が有意に

表1 研究協力者の属性
全体  (N=85) 健常群  (N=36) フレイル群 (N=49)

性別 男性10/女性75 男性5/女性31 男性5/女性44
年齢(歳） 78.6±6.1 76.5±5.1 80.1±6.4
⾝⻑(cm) 153.1±7.9 154.9±8.4 151.8±7.3
体重(kg) 53.0±8.3 54.0±8.5 52.2±8.1

BMI(kg/m²) 22.6±2.8 22.5±2.8 22.6±2.9
ｔ検定

表2 体力測定結果
全体  (N=85) 健常群  (N=36) フレイル群(N=49) 健常・フレイル

有意確率
握力（㎏） 22.5±5.40 24.0±5.56 21.3±5.04 0.02*

開眼片足立ち（秒） 29.4±22.0 33.5±23.9 26.4±20.1 0.16
通常歩行（秒） 4.05±1.10 3.68±0.47 4.30±1.33 0.38
最大歩行（秒） 3.27±0.66 3.00±0.45 3.47±0.73 0.42

TUG（秒） 7.23±1.75 6.42±0.86 7.81±1.99 0.6
ｔ検定 *ｐ＜0.05
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良好なことが認められた（表 3）。ただし、

精神健康度不良の 17 点以上の人数の割

合は、フレイル群に多いものの有意な差

はみられなかった（表 4）。 
 

 

 
 

 
 

 ４）25 項目基本チェックリストの結果 

 Satake ら 17)は、地域住民 5542 名を対

象に基本 CL を実施し、4 点以上をプレフ

レイル、8 点以上をフレイルに分類した。

それにしたがうと、健常群は 34 名（40％）、

4点以上（プレフレイル）群は 27 名（32％）、

8 点以上（フレイル）群は 24 名（28％）

であった。 
 基本 CL による比較は表 5 のとおりで

ある。総合得点では 2 群間に有意差がみ

られた。 
 

 
 ５）自主グループに関するアンケート

結果 
 以下にアンケート結果を示す。 
 

（１）期間 
 自主グループ活動の期間は 2 年以上 5
年未満が最も多く、1 年未満と 10 年以上

が続いた。 
自主グループを 2 年以上活動している

人と2年未満の人では、体力測定、GHQ12、
基本 CL、主観的健康観にいずれも有意な

差はみられなかった（図 2）。 
  

（２）満足度 
 殆どの協力者が、自主グループ活動に

満足していることが示された（図 3）。グ

ループ活動に満足している人と満足して

いない人の 2 群で違いを分析した結果、

主観的健康観のみが、満足している人が

有意に良好であった。 

 

表3 ＧＨＱ12の結果
全体  (N=85) 健常群  (N=36) フレイル群 (N=49) 健常・フレイル

有意確率
GHQ12 11.15±4.57 9.36±4.42 12.47±4.25 0.02*
ｔ検定 *p<0.05

表4 GHQ17点以上の割合
17点未満 17点以上 有意確率

健常群 35 1 0.072
フレイル群 41 8

カイ二乗検定

表5 基本CLの結果
全体（N=85）健常群（N=36）フレイル群（N=49）健常・フレイル

有意確率
基本CL 4.92±3.37 2.42±2.08 6.76±2.94 0.00**
 t検定 **p<0.01

 

（３）ご当地体操の実践状況 
 ご当地体操を行っているか調査した結

果、毎回行うが最も多かったが、次に全く

行っていないが多かった。ご当地体操の

実践の有無では、体力、精神健康、基本 CL、
主観的健康観の全ての項目に有意な差は

みられなかった（図 4）。 
 

 

 
（４）ご当地体操の介護予防に対する有

用性 
 ご当地体操が介護予防に役立っている

か尋ねた。その結果、役立っているという

肯定的な評価が多かったが、役立ってい

ないとの回答もみられた（図 5）。 
 

 
 

（５）メンバーとの共有時間 
 自主グループ活動修了後に引き続きグ

ループのメンバーと時間を共有するか尋

ねた。時々すごす人が最も多かったが、あ

まり過ごさない人や全く過ごさない人も

いた（図 6）。 
 

 
   

（６）指導員の必要性 
 自主グループ活動を行っていく上で、

指導員が必要か尋ねた。その結果、月に１

回程度必要という回答がもっとも多かっ

た。半年に１回程度必要という回答が続

いたが、不要という回答もみられた（図 7）。 
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良好なことが認められた（表 3）。ただし、

精神健康度不良の 17 点以上の人数の割

合は、フレイル群に多いものの有意な差

はみられなかった（表 4）。 
 

 

 
 

 
 

 ４）25 項目基本チェックリストの結果 

 Satake ら 17)は、地域住民 5542 名を対

象に基本 CL を実施し、4 点以上をプレフ

レイル、8 点以上をフレイルに分類した。

それにしたがうと、健常群は 34 名（40％）、

4点以上（プレフレイル）群は 27 名（32％）、

8 点以上（フレイル）群は 24 名（28％）

であった。 
 基本 CL による比較は表 5 のとおりで

ある。総合得点では 2 群間に有意差がみ

られた。 
 

 
 ５）自主グループに関するアンケート

結果 
 以下にアンケート結果を示す。 
 

（１）期間 
 自主グループ活動の期間は 2 年以上 5
年未満が最も多く、1 年未満と 10 年以上

が続いた。 
自主グループを 2 年以上活動している

人と2年未満の人では、体力測定、GHQ12、
基本 CL、主観的健康観にいずれも有意な

差はみられなかった（図 2）。 
  

（２）満足度 
 殆どの協力者が、自主グループ活動に

満足していることが示された（図 3）。グ

ループ活動に満足している人と満足して

いない人の 2 群で違いを分析した結果、

主観的健康観のみが、満足している人が

有意に良好であった。 

 

表3 ＧＨＱ12の結果
全体  (N=85) 健常群  (N=36) フレイル群 (N=49) 健常・フレイル

有意確率
GHQ12 11.15±4.57 9.36±4.42 12.47±4.25 0.02*
ｔ検定 *p<0.05

表4 GHQ17点以上の割合
17点未満 17点以上 有意確率

健常群 35 1 0.072
フレイル群 41 8

カイ二乗検定

表5 基本CLの結果
全体（N=85）健常群（N=36）フレイル群（N=49）健常・フレイル

有意確率
基本CL 4.92±3.37 2.42±2.08 6.76±2.94 0.00**
 t検定 **p<0.01

 

（３）ご当地体操の実践状況 
 ご当地体操を行っているか調査した結

果、毎回行うが最も多かったが、次に全く

行っていないが多かった。ご当地体操の

実践の有無では、体力、精神健康、基本 CL、
主観的健康観の全ての項目に有意な差は

みられなかった（図 4）。 
 

 

 
（４）ご当地体操の介護予防に対する有

用性 
 ご当地体操が介護予防に役立っている

か尋ねた。その結果、役立っているという

肯定的な評価が多かったが、役立ってい

ないとの回答もみられた（図 5）。 
 

 
 

（５）メンバーとの共有時間 
 自主グループ活動修了後に引き続きグ

ループのメンバーと時間を共有するか尋

ねた。時々すごす人が最も多かったが、あ

まり過ごさない人や全く過ごさない人も

いた（図 6）。 
 

 
   

（６）指導員の必要性 
 自主グループ活動を行っていく上で、

指導員が必要か尋ねた。その結果、月に１

回程度必要という回答がもっとも多かっ

た。半年に１回程度必要という回答が続

いたが、不要という回答もみられた（図 7）。 
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４．考察 

 
3 区計 9 つの自主グループから、グル

ープ活動に参加している高齢者 85 名の

協力を得て、体力測定や、精神健康、基本

CL、主観的健康観、自主グループ活動に

関する質問からなるアンケート調査を実

施した。 
また研究協力者をJ-CHS基準により健

常群とフレイル群（プレフレイル＋フレ

イル）の 2 群に分類し、一般高齢者の基

準値との比較、体力測定 5 項目、精神健

康をはじめとするアンケート項目の 2 群

間の比較を行った。 
健常群は 36 名 42％、プレフレイル群

は 45 名 53％、フレイル群は 4 名 5％で

あった。2011 年から 2015 年の国内のフ

レイル有症率の論文をみると、評価法は

Fried らの CHS 基準、J-CHS 基準、基本

CL、介護予防 CL、簡易 FL などが用られ

ている 18)。愛知県での Shimada ら 19)の

CHS 基準の調査では、プレフレイル

51.0％、フレイル 8.4％であり、本調査と

比較的類似する結果であった。 
基本 CL から協力者は、健常群 34 名

40％、プレフレイル群（4 点以上）27 名

32％、フレイル群（8 点以上）24 名 28％
であった。埼玉県での Satake ら 17)の基

本 CL の調査では、プレフレイル群（4 点

以上）29.3％、フレイル群 17.2％（8 点以

上）であり、やはりフレイル群の比率が他

の基準を適用した場合より高くなってい

る。基本 CL の項目数が 25 個と多く、７

領域に分かれ詳細なスクリーニングが可

能のためと思われる。なお、本調査結果は、

Satake17)らの結果と比べて 4 点以上、8 点

以上が多い結果となった。その理由は明

らかではないが、Satake17)らの対象は、平

均年齢が男性 72.1 ± 5.7 歳、女性 72.5 
± 6.1 歳と本調査より若く、65 歳から 74
歳の協力者が多かったことが一因と考え

られる。 
一般高齢者から作成された大淵ら 14)、

河合ら 15)の基準値を参照すると、握力、

開眼片足立ちは、男女健常群、フレイル群

すべて 75-79 歳レベル 3 以上であり、5m
通常歩行も男女健常群、フレイル群は老

人研指標レベル 3 以上であった。ただし

5ｍ最大歩行は、男女とも健常群は老人研

指標レベル 3 だったが、男性フレイル群

は特定高齢者指標レベル 3、女性フレイル

群は老人研指標 2、特定高齢者指標 4 で

あった。また、TUG は、男性健常群は老

人研指標のレベル 5、女性健常群は老人研

指標レベル 3 だが、男性フレイル群は老

人研指標のレベル 2、女性フレイル群は老

人研指標 2，特定高齢者指標 4 と若干低

値であった。このように体力測定の結果、

フレイル群で一部若干低下した項目はあ

るが、概ね良好の値を示した。自主グルー

プでの運動とともに、徒歩や自転車で参

加する協力者が多いことも本調査の結果

が良好だった一因と推察される。  
ただし、個別にみると健常群の中に、通

常歩行や最大歩行は良好だが、片足立ち

や TUG が平均以下の協力者も複数存在

した。自主グループには自治体により、理

学療法士や保健師が半年や 1 年に 1 回巡

回する場合があるが、高齢者の現状を確

認するだけで、通常は運動指導や体力測

定は行われない。個別にウィークポイン

トを確認しながら運動指導を行うことが

 

重要と考えられる。 
GHQ12 の結果からは、参照した先行研

究 16)の結果よりも精神健康の不良な人の

割合が少なかったが、健常群とフレイル

群の比較では、フレイル群の方が GHQ 得

点は有意に高く、精神健康不良に該当す

る人の割合はフレイル群に多かった。 
基本 CL の結果は健常群とフレイル群

間で、明らかな有意差がみとめられた。佐

竹 13)は、基本 CL の得点と他のフレイル

基準との相関を報告しているが、それを

支持する結果である。ただし、本研究協力

者は、J-CHS 基準と基本 CL では、健常

群の人数、割合はほぼ同じであったが、J-
CHS 基準のプレフレイル群が基本 CL の

フレイル群へ大きく移行している。対象

の健常群とフレイル群間の体力測定の比

較から握力以外は有意差がみられなかっ

たことや GHQ 得点の結果から、精神健

康面や生活機能面、社会面など体力以外

の衰えの影響が考えられる。本調査の結

果から、体力的には良好であっても精神

健康や生活機能、社会面などへの更なる

対策が重要なことが示唆される。 
協力者の活動期間を 2 年未満、2 年以

上で分けて検定を行ったが、体力測定、

GHQ12、基本 CL、主観的健康観のいず

れにも有意差はみられなかった。協力者

は、大半が介護予防教室の修了者である。

自治体の介護予防教室での運動、講話が

影響し、すでに自身のヘルスリテラシー

の向上や健康的な生活習慣を継続してい

たとも考えられる。 
 自主グループ活動への満足度は非常に

高かったが、ご当地体操に対する評価は

分かれた。ご当地体操の頻度からは、毎回

行うグループが多かったが、一方で全く

行わないグループも多く存在した。介護

予防に役立っているという評価も分かれ

た結果を示しており、グループによって

ご当地体操に対する評価が異なることが

明らかとなった。ご当地体操は、運動指導

員が不在でも音源や映像で楽しく体操が

でき、ほかに運動メニューを準備してい

なくてもグループ活動が可能である。こ

のような利点があるにも関わらず、興味

や利点を認知していないグループがある

ことも確かである。今回はご当地体操の

実践の有無で体力や精神健康面などに違

いは見られなかったが、今後ご当地体操

に対する効果の科学的根拠をさらに検証

していくことも必要であろう。 
本年 4 月からフレイル検診の体制が開

始される。後期高齢者の保健事業と介護

予防事業が一体化され、医療、健診、介護

がより密な連携を取ることで、高齢者一

人ひとりのきめ細やかな支援、サービス

に結び付くことが期待される。 
なお本調査は、グループ活動を実施し

ていない同じ地域に在住の高齢者の調査

を行っていない。また限られた地域の一

部の自主グループの参加者からの結果で

ある、などの限界がある。 
 
５．まとめ 

 

3 区計 9 つの自主グループから、グル

ープ活動に参加している高齢者 85 名の

協力を得て、体力測定や、精神健康、基本

CL、主観的健康観、自主グループ活動に

関する質問からなるアンケート調査を実

施した。 
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４．考察 

 
3 区計 9 つの自主グループから、グル

ープ活動に参加している高齢者 85 名の

協力を得て、体力測定や、精神健康、基本

CL、主観的健康観、自主グループ活動に

関する質問からなるアンケート調査を実

施した。 
また研究協力者をJ-CHS基準により健

常群とフレイル群（プレフレイル＋フレ

イル）の 2 群に分類し、一般高齢者の基

準値との比較、体力測定 5 項目、精神健

康をはじめとするアンケート項目の 2 群

間の比較を行った。 
健常群は 36 名 42％、プレフレイル群

は 45 名 53％、フレイル群は 4 名 5％で

あった。2011 年から 2015 年の国内のフ

レイル有症率の論文をみると、評価法は

Fried らの CHS 基準、J-CHS 基準、基本

CL、介護予防 CL、簡易 FL などが用られ

ている 18)。愛知県での Shimada ら 19)の

CHS 基準の調査では、プレフレイル

51.0％、フレイル 8.4％であり、本調査と

比較的類似する結果であった。 
基本 CL から協力者は、健常群 34 名

40％、プレフレイル群（4 点以上）27 名

32％、フレイル群（8 点以上）24 名 28％
であった。埼玉県での Satake ら 17)の基

本 CL の調査では、プレフレイル群（4 点

以上）29.3％、フレイル群 17.2％（8 点以

上）であり、やはりフレイル群の比率が他

の基準を適用した場合より高くなってい

る。基本 CL の項目数が 25 個と多く、７

領域に分かれ詳細なスクリーニングが可

能のためと思われる。なお、本調査結果は、

Satake17)らの結果と比べて 4 点以上、8 点

以上が多い結果となった。その理由は明

らかではないが、Satake17)らの対象は、平

均年齢が男性 72.1 ± 5.7 歳、女性 72.5 
± 6.1 歳と本調査より若く、65 歳から 74
歳の協力者が多かったことが一因と考え

られる。 
一般高齢者から作成された大淵ら 14)、

河合ら 15)の基準値を参照すると、握力、

開眼片足立ちは、男女健常群、フレイル群

すべて 75-79 歳レベル 3 以上であり、5m
通常歩行も男女健常群、フレイル群は老

人研指標レベル 3 以上であった。ただし

5ｍ最大歩行は、男女とも健常群は老人研

指標レベル 3 だったが、男性フレイル群

は特定高齢者指標レベル 3、女性フレイル

群は老人研指標 2、特定高齢者指標 4 で

あった。また、TUG は、男性健常群は老

人研指標のレベル 5、女性健常群は老人研

指標レベル 3 だが、男性フレイル群は老

人研指標のレベル 2、女性フレイル群は老

人研指標 2，特定高齢者指標 4 と若干低

値であった。このように体力測定の結果、

フレイル群で一部若干低下した項目はあ

るが、概ね良好の値を示した。自主グルー

プでの運動とともに、徒歩や自転車で参

加する協力者が多いことも本調査の結果

が良好だった一因と推察される。  
ただし、個別にみると健常群の中に、通

常歩行や最大歩行は良好だが、片足立ち

や TUG が平均以下の協力者も複数存在

した。自主グループには自治体により、理

学療法士や保健師が半年や 1 年に 1 回巡

回する場合があるが、高齢者の現状を確

認するだけで、通常は運動指導や体力測

定は行われない。個別にウィークポイン

トを確認しながら運動指導を行うことが

 

重要と考えられる。 
GHQ12 の結果からは、参照した先行研

究 16)の結果よりも精神健康の不良な人の

割合が少なかったが、健常群とフレイル

群の比較では、フレイル群の方が GHQ 得

点は有意に高く、精神健康不良に該当す

る人の割合はフレイル群に多かった。 
基本 CL の結果は健常群とフレイル群

間で、明らかな有意差がみとめられた。佐

竹 13)は、基本 CL の得点と他のフレイル

基準との相関を報告しているが、それを

支持する結果である。ただし、本研究協力

者は、J-CHS 基準と基本 CL では、健常

群の人数、割合はほぼ同じであったが、J-
CHS 基準のプレフレイル群が基本 CL の

フレイル群へ大きく移行している。対象

の健常群とフレイル群間の体力測定の比

較から握力以外は有意差がみられなかっ

たことや GHQ 得点の結果から、精神健

康面や生活機能面、社会面など体力以外

の衰えの影響が考えられる。本調査の結

果から、体力的には良好であっても精神

健康や生活機能、社会面などへの更なる

対策が重要なことが示唆される。 
協力者の活動期間を 2 年未満、2 年以

上で分けて検定を行ったが、体力測定、

GHQ12、基本 CL、主観的健康観のいず

れにも有意差はみられなかった。協力者

は、大半が介護予防教室の修了者である。

自治体の介護予防教室での運動、講話が

影響し、すでに自身のヘルスリテラシー

の向上や健康的な生活習慣を継続してい

たとも考えられる。 
 自主グループ活動への満足度は非常に

高かったが、ご当地体操に対する評価は

分かれた。ご当地体操の頻度からは、毎回

行うグループが多かったが、一方で全く

行わないグループも多く存在した。介護

予防に役立っているという評価も分かれ

た結果を示しており、グループによって

ご当地体操に対する評価が異なることが

明らかとなった。ご当地体操は、運動指導

員が不在でも音源や映像で楽しく体操が

でき、ほかに運動メニューを準備してい

なくてもグループ活動が可能である。こ

のような利点があるにも関わらず、興味

や利点を認知していないグループがある

ことも確かである。今回はご当地体操の

実践の有無で体力や精神健康面などに違

いは見られなかったが、今後ご当地体操

に対する効果の科学的根拠をさらに検証

していくことも必要であろう。 
本年 4 月からフレイル検診の体制が開

始される。後期高齢者の保健事業と介護

予防事業が一体化され、医療、健診、介護

がより密な連携を取ることで、高齢者一

人ひとりのきめ細やかな支援、サービス

に結び付くことが期待される。 
なお本調査は、グループ活動を実施し

ていない同じ地域に在住の高齢者の調査

を行っていない。また限られた地域の一

部の自主グループの参加者からの結果で

ある、などの限界がある。 
 
５．まとめ 

 

3 区計 9 つの自主グループから、グル

ープ活動に参加している高齢者 85 名の

協力を得て、体力測定や、精神健康、基本

CL、主観的健康観、自主グループ活動に

関する質問からなるアンケート調査を実

施した。 
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対象者 85 名の体力測定値や精神健康

度は一般高齢者と比較して比較的良好な

結果が示され、自主グループ活動を継続

している人の体力や精神健康が良好なこ

とが示唆された。ただし対象者を健常群

とフレイル（プレフレイル＋フレイル）群

の 2 群で分析した結果、フレイル群は体

力測定の一部の項目に若干の低下を認め、

精神健康度では不良な人が健常群より多

かった。基本 CL ではフレイルにより多

くが該当したことから、体力以外に精神

健康、生活機能、社会面の衰えがみられる

可能性が示唆された。 
一方、健常群でも一部の体力測定値が

低下するものも存在した。個別のウィー

クポイントへの対応が望まれる。 
自主グループ活動のなかで、ご当地体

操を毎回行うグループが多かったが、全

く行わないグループも多く存在した。介

護予防に役立っているという評価も分か

れた結果を示しており、グループによっ

てご当地体操に対する評価が異なること

が明らかとなった。今後ご当地体操の効

果に関するさらなる検討が必要と考えら

れた。 
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